
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
2  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

0 7 0 1 0 2 0 1 3 5 0 0 0
0 7 0 1 0 2 0 1 3 5 7 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください事務事業名

政策名

施策名

人口(年度当初4/1）

うち委託料

事業期間

支
出
内
訳

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金
収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

扶助費
物に係るコスト計（Ｇ）

維持補修費物に係るコスト

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

0-20,499-20,245-21,904-24,848

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

018,92718,9279,22110,155

71% 70% 52% 52% #DIV/0!

039,42639,172

✔

31,12535,003

商店会

商店会

商店会

人

（決算）（Ａ）

0
0

33,31325,96229,897

46

033,313

187,486 187,486 187,486

74,546

7 10 13

74,265 74,381 74,003

25 25 25 25

　商店街が活性化され、市内ににぎわいが生まれる
　商店街が地域コミュニティの核となり、地域が活性化する

18 19 20 20

　①市内の20商店会、28事業（イベント事業）に補助金を交付　②市内23の商業団体（商店会等）に電気料（26年1月～12月）の補助金を交付（100分の
82.0を補助）
　③市内2商店会（矢川メルカード・東一番）が装飾灯をLED化し、補助金を交付

　市内の商店会加盟店が維持・発展している
　市民が事業を新たに起こす

29,897 25,962 33,313 33,313

0213209163106

商店街活性化事業

百万円

209 213
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

106 163

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

187,486

延べ業務時間

00
05,900

　国立市内の商店会

28 28

5,6505,0005,000
0
0

000

　①市内の20商店会、28事業（イベント事業）に補助金を交付予定　②市内23の商業団体（商店会等）に電気料（27年1月～12月）の補助金を交付（100分の90以内の補
助） 　③市内2商店会の装飾灯をLED化し、補助金を交付

千円

千円

千円

対象指標（対象の

大きさを表す指標）

成果指標（対象に

おける意図の達成度
を表す指標）

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

一般

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国立市商店街活性化事業補助金交付要綱　他法令根拠

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

26

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円 10,155 9,221 18,927 18,927

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務事

業の活動量を表す指
標）

回

（決算）
平成23年度

（決算）

22

項目

①

名称

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

千円

時間

人

千円

時間

人

00

650

000

05,9005,6505,0005,000

7,351

8,047

時間

1,659
9,706

0
0

2 2 3
1,000 1,000 1,130

650

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

15

①商店街活性化事業補助金は、平成１５年度から東京都
新元気を出せ商店街補助金制度を活用する形で、既存
の補助制度をリニューアルして始まった。
②商店会装飾灯電気料補助金は、昭和５５年の要綱制
定後事業がスタートした。
③商店街装飾灯ＬＥＤランプ交換事業費補助金は、東京
都の補助制度と連動して平成２４年度から省エネルギー
対策として実施。

①商店街活性化事業補助金
　市内の商店街が、商店街の活性化を図るために実施する活性化事業（施設整備事業）及びイベント事業で、国
立市商店街活性化事業補助金及び東京都新・元気を出せ！商店街事業費補助金交付要綱に該当するものに
対してかかった経費を、東京都・国立市が各負担割合で補助した。
②商店会装飾灯電気料補助金
　国立市商店会装飾灯電気料補助金交付要綱に基づき、市内の商業団体（商店会等）が維持管理している装飾
灯の電気料を年額の１００分の９０以内（予算の範囲内）で補助した。
③商店街装飾灯ＬＥＤランプ交換事業費補助金
　国立市商店街装飾灯ＬＥＤランプ交換事業費補助金交付要綱に基づき、市内の商店会が装飾灯照明をＬＥＤラ
ンプに交換した際に対象経費の１０分の１を補助した。（東京都は１０分の８を補助）

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)（決算）（Ａ）

平成24年度
単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成27年度
（当初予算)

商店街イベント事業実施数

商店街イベント事業実施商店会数

市内の商店会数

装飾灯LED化商店会数

商業販売額

130
2

1,180

0
0

7,351
0

0

0
0

9,706

0
0
0
0
0

予算科目
目 事業コード

一般

0
46

平成26年度 平成27年度 目標年度

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　装飾灯のLED化が進めば、電気料金が下がり、市の補助金額も下がる。現在は全体の電気料金の
値上がりが大きく、LEDにしたことによる削減効果と相殺されてしまっているが、LED化した商店会の
個々の電気料削減効果は確実に出ている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職員
以外の職員や委託でできないか？（アウ
トソーシングなど）

　イベント事業について商店会から市へ申請・実績報告を受け、市から東京都への申請・実績報告を
する事務が多くの時間を要する。また、職員が商店会の方と直接接し、まちの生の声を聞くことができ
るため、地域に根差した行政運営をしていくためには、将来的にも職員がこの事業を経験することが
望ましい。

　現在のイベントや施設整備に係る経費を商店会単独で負担することができないため。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

　商店街振興を目的とした事業であることと、東京都の要綱に基づいているものもあり、他の事業との
統廃合はできないが、景観・環境・文化等の分野とも横断的に連携を進めることが重要である。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　商店会事業が例年同じ内容が多いことと、実施する担い手が少なくなっていること。駅近くやメイン通りの商店会では新しく会員になったり、代替
わりした商店主が新しい発想で活動しているが、元々商店数の少ない商店会は後継者不足もあり、商店街事業の継続が難しいところもある。

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

　近年、商店街の役割は単なる買い物の場だけでなく、地域のコミュニティの核となり少子高齢化に
対応できる安心安全なまちづくりを形成していく上で重要な役割が求められている。また、魅力のある
商店街になることで市外から誘客を図り、街ににぎわいを作り出すことも考慮し、商店街が国立市独
自の発展を遂げるべく市の関与が必要となる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　商店会事業は活発に行われるようになってきており、イベントの実施件数も増えている。しかし、商
店街活性化のノウハウが分からないため、例年と似たイベントになっていることが多い。現在の機運に
プラスして、成功している商店街を参考にしたりすることで成果の向上が図れる。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　商店会は事業費の一部を負担しており、また、公平性に欠ける経費は補助対象外となり、その部分
は全額商店会負担となっているので、費用負担は公平である。しかし、商店会の規模によっては、資
金・人出不足により事業が行えないところもあるため受益機会の公平性に欠ける部分はある。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

　商店会がイベント事業や施設整備事業を行う上で、補助金の申請から実施、報告まで一連して行える人が商店会の中で足りていない。

　イベント事業は多く行われているが、一時的な誘客はあっても継
続性のある誘客に繋がっていないことが多い。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

○

維
持 ×

低
下 × ×

　短期的なイベントと同時に商店街独自の継続性ある長期的な取り組みが必要となっている。

　・他の商店街の成功例を紹介する。
　・資金や人出の少ない商店会でも使える小額支援事業を紹介する。

成
果

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
3  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

0 7 0 1 0 2 0 1 3 5 9 0 5
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

国立市に創業支援制度がなければ、他の自治体で起業することを選択される可能性が高まり、雇用
の創出・空き店舗対策・商店街の活性化・税収増が期待できなくなる。

○

うち委託料

新規事業として実施しており現時点では現状を維持する。 向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？（ア
ウトソーシングなど）

新規事業として実施しており現時点では削減の余地はない。

実施主体の候補が産業振興課以外にないことから、新規事業として実施しており現時点では他に手
段がない。

×
維
持

低
下

セミナー開催には、創業支援センターTAMAや政策金融公庫と連
携できたことから、今後も連携を強化し商工会や市内の創業支援団
体とも連携し、セミナー開催をはじめ起業する方への支援を進めて
いく。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

長期的に見れば、国立市内で起業する方を支援することで、雇用の創出・空き店舗対策・商店街の
活性化・税収増が期待でき、起業する方の負担も前提であることから公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

今後の事業の実施結果をもとに、コスト削減が可能であるか検討が必要。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

新規事業として実施しており現時点では削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

国においては地域活性化には創業による新たなビジネスや雇用尾創出創造、事業継承等を景気とした第
２創業を促進し経済の新陳代謝を図るためさまざまな創業支援策を講じており、三多摩地域の市町村でも
相互湯関係の補助金制度やインキベーション施設の開設など、創業支援策を講じており、国立市内で起
業する方を支援することで、雇用の創出・空き店舗対策・商店街の活性化・税収増が期待できる

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

事業を開始したばかりのため、今後向上できる点を精査して、成果の向上に努める。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

実務に精通した人材の確保や、事業の円滑な実施体制の構築

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金
収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

扶助費
物に係るコスト計（Ｇ）

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費物に係るコスト

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

0-1,859-35000

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

0757500

#DIV/0! #DIV/0! 82% 96% #DIV/0!

75 75

01,934425

✔

00

人

件

（決算）（Ａ）

0

5200

23

01,284

0

（決算見込み)（Ｂ）

1-

37 40

新たに市内で起業することで、雇用の創出・空き店舗対策・商店街の活性化・
税収増が期待できる。

（1）創業支援セミナーの開催
　　創業支援センターTAMAと連携し、①H26.10.25　②H27.2.22　創業支援セミナーを開催
（2）起業プランサポート事業
　市単独の事業で市内で起業する個人・法人を対象に家賃補助・設備補助・専門家相談費用補助を３年間継続して行う制度として、「国立起業プランサポート補助金交付要綱」案を策定
（3）産業競争力強化法に規定された創業支援計画の認定申請
国立市が、国立市商工会・多摩信用金庫・日本政策金融公庫と連携して、市内で起業する方に対して支援する計画を策定し国の認定を受けるため、計画案を作成

地域の活性化・魅力あるまち

52 1,284

01002300

創業支援事業

23 100
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
0550

市内で起業しようとする個人・法人

2 2

35000
0
0

000

（1）創業支援セミナーの開催   （2）起業プランサポート事業の実施  （3）産業競争力強化法に規定された創業支援計画の実施

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国立市組織規則法令根拠

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

平成25年度

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

（決算）
平成23年度

（決算）
項目

①

名称

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

350

000

055035000

時間

-350
75

0
0

52

3
70

350

425

平成26年度から、新たに創業支援センターTAMAと連携
して、創業者支援セミナーを開催した。

（1）創業支援セミナーの開催
　　創業支援センターTAMAと締結した覚書のもとづき、市がセミナーの企画を作成・開催し、費
用の一部を創業支援センターTAMAから補助金として受領。
（2）起業プランサポート事業
　市単独の事業で市内で起業する個人・法人を対象に家賃補助・設備補助・専門家相談費用補
助を３年間継続して行う制度で、平成２７年度実施に向け平成２６年度に制度設計を行った。
（3）産業競争力強化法に規定された創業支援計画の認定
国立市が、国立市商工会・多摩信用金庫・日本政策金融公庫と連携して、市内で起業する方に
対して支援する計画を策定し国の認定を受けるため、平成２６年度中に計画案を作成した。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

単位
平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

起業セミナーの回数

起業セミナーの参加者数

70
2

110

0
0

52
0

0

0
0
0

0
75
0
0
0

0
23

平成26年度 平成27年度 目標年度 差額
（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)

起業した件数

予算科目
目 事業コード

一般

単位

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

回

②



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
4  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

0 7 0 1 0 2 0 1 3 5 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

予算科目
目 事業コード

一般

0
0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
0

-2,000

0
0
0
0
0

0
0

-2,000
0

0

90
3

690

イベント実施件数

補助金交付額

人口(年度当初4/1）

単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成27年度
（当初予算)

従前から市民による手作りのイベントとして、市民による実行委員会が主催するイベントの春のさくらフェス
ティバルと、秋の市民まつり、朝顔市に補助金を交付し、まちに活力と賑わいを創出していたが、平成25年
度に朝顔市の補助金は見直し対象となり、今後補助金支出の際の条件設定がされた。
「さくらフェスティバル」
①1月に実行委員募集②2月から実行委員会開催（計4回）、第１回は実行委員長等の選出③2月に出店、
出演者募集④３月に補助金の交付申請、参加者会議開催④４月に補助金の前渡交付
「市民まつり」
①7月に実行委員募集②8月から実行委員会開催（計4回）、第１回は実行委員長等の選出③9月に出店、
出演者募集④10月に補助金の交付申請、参加者会議開催④１１月に補助金の前渡交付
「あさがお市」
①３月から１０月（反省会・次回向け打ち合わせ）間に5回程度実行委員会開催　※補助金については、く
にたち朝顔市事業費補助金交付要綱により規定された条件に合致された場合に支出する。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)（決算）（Ａ）

平成24年度 平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 3 4
300 300 390

450

-1,550

時間

-450
-2,000

0
0

-2,000

03,4501,9501,5001,500

000

450

00

千円

時間

人

千円

時間

人

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成23年度

（決算）

3

項目

①

名称

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 2,000 3,000

②

③

④

手段

対象

意図

結果

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

4

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国立市補助金交付規程・くにたち朝顔市事業費補助金交付要綱法令根拠

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

第38回さくらフェスティバル　H27.4.5～4.6
LINK　くにたち　2015　　　　H27.6.7
第27回朝顔市　　　　　　　　　H27.7.4～7.5
第46回市民まつり               H27.11.3 予定

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
03,450

  まつりの趣旨に賛同し、参加する市民や市内各種団体及び在勤者並びに来街者

3 4

1,9501,5001,500

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

イベントによる活力創出事業

4,500
4,500

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

04,500000

3,831 5,556 3,556 3,869

　まつりを通じて市民相互の親睦と交流を深め、文教都市国立の個性を生かし
た賑わいのあるまつりを運営し、イベントに積極的に参加してもらい、国立のイ
メージアップ、市内の商業振興を図り、市民に活力を与える。

3,831,000 5,556,000 3,556,000 8,159,000

第37回くにたちさくらフェスティバル　　　  4月5・6日開催　　来場者数：延べ約8千人　  補助金額： 1,064,000円
第45回くにたち秋の市民まつり               11月 34日開催　　来場者数：約8万人　　　　　 補助金額： 2,492,000円
第26回朝顔市　　　　　　　　　　　　　　　　　　7月5・6日開催　　来場者数：延べ約1万人　　　補助金額：0円

　地域の活性化及び市のイメージアップ

74,265 74,381 74,003 74,546

0

3,5565,5563,831

0

03,869

0

人

円

（決算）（Ａ）

✔

7,0565,331 5,506 011,819

03,00002,0000

100% 72% 100% 75% #DIV/0!
0-8,819-5,506-5,056-5,331

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

物に係るコスト

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

扶助費
物に係るコスト計（Ｇ）

維持補修費

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金
収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください事務事業名

政策名

施策名

うち委託料

事業期間

支
出
内
訳

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　多くの市民とともに、近隣市からの来街者が多数国立市を訪れることから、商業振興にも大きく寄与
している。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　長年開催されていることから、内容が似通ってきている。固定観念にとらわれない、新たな趣向を取
り入れていくことにより、まつりへの出店、出演者及び会場への来場者の増加が見込まれる。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

　国立市民だけでなく、市外の多くの方にも期待されてるイベントである。また、市民まつりは商工会の
天下市、一橋大学の一橋祭などのイベントと開催時期が重なっており、廃止・休止となるとそれらのイ
ベントに与える影響も大きいものがある。商業振興に大きな影響があると懸念される。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

　国立市観光まちづくり協会において運営に関して協力していただくことも、永続的にそれぞれのまつ
りを継続するための手法として検討する余地がある。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　現在でも補助金だけでは運営費が不足している。事務局を実行委員会に移したことにより、市の人
件費分は減少した。運営費の不足分は実行委員が商工業者から協賛金を集めることにより補填し、こ
のことにより開催できているのが実状である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地
やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？（ア
ウトソーシングなど）

　現在、イベントに関する事務は実行委員会が行っている。市職員は最低限の手伝いのみに参加し
ている。

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　国立市民全員を対象にしている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

　現在、いずれの実行委員会の中でも,世代交代や人手不足などの問題が浮上してきているため、対策が求められる。

　市民による手作りのイベントとして定着していて、市民だけでなく
多くの来街者が国立を訪れ、その経済効果は大きい。ただし、それ
ぞれのまつり自体の中身は変化に乏しい面があり、新たな企画等
が求められる。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

維
持

○ ×

低
下

× ×

　実行委員会、非営利活動法人国立市観光まちづくり協会との十分な協議が必要となる。

　現在の実行委員会は産業振興課内に事務局を置いているため、市民には実行委員会が行っているの
か市が行っているのかわかりづらい部分がある。（あさがお市は実行委員会事務局は商工会）
今後、運営面を全て実行委員会に託すように進めるためには、国立市観光まちづくり協会に運営を委託
するなど、思い切った考え方が必要となるが、観光まちづくり協会自体への支援が不可欠である。。

成
果

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
5  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

0 7 0 1 0 2 0 1 3 6 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

予算科目
目 事業コード

一般

0
0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

45
2

55

事業数

会員数

単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成27年度
（当初予算)

　国立市内の商工業者の多くが参加する国立市商工会が、商工業者の総合的な振興・発展を目的として
実施している経営支援事業と、天下市、くにたちポイント、くにたちスタイル等の地域振興事業の運営に対
し、補助金を交付する。
①国立市商工会から市へ補助金申請書を提出②市で審査後、交付決定を行い、交付決定通知書を送付
③交付決定に基づき、商工会から市へ補助金前渡交付請求書を提出④請求に基づき補助金を交付⑤事
業年度終了後、事業報告書、収支決算書を市へ提出。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)（決算）（Ａ）

平成24年度 平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 3
25 25 70

225

225

時間

-225
0

0
0
0

0275350125125

000

225

00

千円

時間

人

千円

時間

人

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

会計

（決算）
平成23年度

（決算）

4

項目

①

名称

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

4

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国立市補助金交付規程法令根拠

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

　経営改善普及事業、地域総合振興事業、駐車場経営事業、くにたちポイント事業を実施している商工会へ補助金を交付する。なお、平成27年度は地域消費喚起事業と
してプレミアム商品券の発行事業を国立市商工会に委託して実施。

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0275

  国立市商工会
　商工会会員

4 5

350125125

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

国立市商工会運営支援事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

4,100 4,100 4,100 4,100

  市内商工業者の事業の経営支援をすることができる。
　くにたちポイントの普及

   経営改善普及事業、地域総合振興事業、駐車場経営事業、くにたちポイント事業を実施している商工会へ補助金を交付した 　     4,100,000円

　市内の商店（卸、小売）・市内の製造業・事業所が、事業を維持・発展している
　市民が事業を新たに起こす

1,038 1,053 1,040 1,045

1,112 1,037 1,051 1,051

0

4,1004,1004,100

0

04,100

0

名

件

（決算）（Ａ）

✔

4,2254,225 4,450 04,375

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-4,375-4,450-4,225-4,225

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

物に係るコスト

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

扶助費
物に係るコスト計（Ｇ）

維持補修費

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金
収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください事務事業名

政策名

施策名

経営指導件数

うち委託料

事業期間

支
出
内
訳

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　商工業事業者の振興策は、各事業所が自ら行うことは当然ではあるが、まとまりのない振興策は実行力
に乏しいところがある。市の商工業を発展させるには、市が中心となり推し進めていく必要があるが、同じ目
的を持つ団体と連携を持つ必要性もある。商工業者が市内でいつものように営業を続けて行くことが、地域
に暮らす市民にとって、安心と安全を与えることから、商工業振興策は市が責任を持って行う事業であると
言える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　商工業の振興策や市民のニーズは年を経て変わってくる部分がある。そこのところを適切に且つ確
実に把握し、その時に合った振興策を推進して行くことが、国立市商工会に期待できる。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

　国立市商工会の経営基盤は決して磐石ではない。毎回年度当初は資金繰りの問題から借入金で
対応している部分がある。国立市内の商工業者は、国立市商工会を通じ振興策を進めていることか
ら、商工会が安定して事業運営をできるようにするために、一定の補助は必要である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

　国立市内で、市内全域の商工業者をまとめ、多くの振興策を実施しているのは国立市商工会のみ
である。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　商工振興策を進めて行く中で、専門知識などを求められるものも多く、市ですべて対応できるものではないことから、商工業者を中心に
組織される国立市商工会に期待するところが大きい。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　商工業の振興策を継続し、さらに新たな事業を展開するには、その内容により変化はあるが多くの
費用が伴う。規模を縮小すると、振興策自体が縮小されることにつながる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？（ア
ウトソーシングなど）

　現在は、基本的に補助金交付事務が主体である。

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　市内の商工業者が営業を継続することが、地域の住民にとって安全・安心を与える。このことから、こ
の補助金が市内の商工業振興につながり、やがて市民への利便性の確保・地域振興へとつながって
いく。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

　国立市商工会は、国立市内の商工業者の中心となり、多くの事業を実施している。専門的職員も配置し、市で実施できない部分を補っ
ている。その経営は必ずしも余裕があるとはいえず、会員数、事業者数も大きな変化はない。

　国立市の商工業振興は、市の発展にも影響する大きな問題であ
る。その中心を担ってきたのが国立市商工会であるが、商工業者の
総合的な振興・発展を目的とした補助金の使われ方がはっきりして
いない点について、改善するに至っていない。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

維
持

○ ×

低
下

× ×

　商工業者・市民生活に直結する事業について、国立市産業振興基本条例に基づき、国立市商工会と協議を重ねることが必要。

　国立市商工会が行う事業の中には、東京都の補助を受け実施している部分がある。国立市の補助金
は、商工業の振興、市民生活の安全・安心を目標として使用されるものであることから、商工業者・市民
生活に直結する事業に使用するように定めていく。 成

果

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
6  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

0 5 0 1 0 1 0 1 3 4 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

低
下 × ×

　現在共済会は独立した事業所として運営されており、市は補助金の交付事務のみである。中小企業
には福利厚生の充実とともに、経営支援等も重要な問題である。

成
果

向
上

維
持 ○ ×

市内の中小企業の経営者・従業員向けの福利厚生事業は、その
事業所に働く人に活力を与え、事業所を存続していくためにも有
効なものといえる。また、本事業は平成２２年度から商工会の受託
事業である。
（委託者：国立市勤労市民共済会）

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

会費を支払っている個人・法人にのみサービス提供しており、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

　現在共済会は独立した事業所として運営されており、市は補助金の交付事務のみである。中小企業には福利厚生の充実とともに、経
営支援等も重要な問題である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　補助金は管理費（人件費、事務費）に充てられている。福利厚生事業による収益は考えていない
ため、事業費から管理費への充当はない。よって、管理費分の支出は不可欠である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地
やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？（ア
ウトソーシングなど）

市は補助金の交付事務以外行っていない。

中小企業者、特に個人経営者では福利厚生事業の実施が難しくなり、勤労意欲の低下につなが
る。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

　国立市の商工業者を統括する国立市商工会は経営相談等幅広い事業を行っている。共済会の
会員と商工会の会員は重なる部分が多いので、商工会との連携の可能性はある。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　現在共済会は独立した事業所として運営されており、市は補助金の交付事務のみである。中小企業には福利厚生の充実とともに、経
営支援等も重要な問題である。

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　商工業の振興は国立市の責務であるが、商工業者の福利厚生については、２２年４月１日に国立
市商工会へ移管した。市内の商工会を支える事業者の多くは、中小零細な事業所であり、そうした
事業所が単独で福利厚生を行うのは困難であるため、市内事業者の福利厚生のための団体へ補
助することは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　福利厚生事業として何が期待されているか内容を吟味することにより、より多くの会員の参加と、新
規加入会員の増加を図ることができる。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください事務事業名

政策名

施策名

福利厚生事業への参加者

うち委託料

事業期間

支
出
内
訳

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金
収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

扶助費
物に係るコスト計（Ｇ）

維持補修費物に係るコスト

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

0-3,650-3,650-3,630-3,630

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

03,6503,650

✔

3,6303,630

人

事業者

人

（決算）（Ａ）

0
0

3,6003,6003,600

0

03,600

1,600

214 210 206

2,185 2,273 1,546

909 910 915 913

多くの経営者、従業者等が共済会が実施する福利厚生事業に参加し、従業
員のリフレッシュ等健康増進を図ることができる。

共済会の管理･運営費として補助金を交付　金額　3,600,000円

中小企業者が元気を出すことにより、地域の商店が生き残り、そのことで市民が身近で買い物をすることができる。市民生活の安定・向上につながる。

3,600 3,600 3,600 3,600

00000

国立市勤労市民共済会補助金交付事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
050

市内中小企業経営者、従業者及びその家族

5 5

503030
0
0

000

共済会の管理･運営費として補助金を交付　金額　3,600,000円

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国立市勤労市民共済会補助金交付要綱法令根拠

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

5

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

事業

（決算）
平成23年度

（決算）

5

項目

①

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

千円

時間

人

千円

時間

人

00

20

000

050503030

0

20

時間

-20
0

0
0

1 1 1
6 6 10

20

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

203

国立市内の中小企業者の福利厚生を充実させるため、昭和
56年から事業を開始し、事務局も産業振興課内におかれてい
たが、平成22年4月1日から商工会事務局内へ移管された。国
立市の補助金は、共済会の管理・運営費に使用限定してお
り、事業費については会費で賄われている。

①共済会から事業計画及び予算案とともに交付申請書提出②市で審査後、交付決定をする。③共済会
から前渡交付請求書提出④前渡交付に基づき補助金を交付⑤事業終了後、共済から事業報告、決算
書の提出⑥精算

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)（決算）（Ａ）

平成24年度
単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成27年度
（当初予算)

事業数

会員数

会員事業所数

4
1

10

0
0
0
0

0

0
0
0

0
0
0
0
0

予算科目
目 事業コード

一般

0
0

平成26年度 平成27年度 目標年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
7  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

0 7 0 1 0 2 0 1 3 5 9 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください事務事業名

政策名

施策名

うち委託料

事業期間

支
出
内
訳

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金
収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

扶助費
物に係るコスト計（Ｇ）

維持補修費物に係るコスト

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

0-9,286-8,189-8,451-6,397

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

09,2868,189

✔

8,4516,397

件

千円

千円

件

千円

（決算）（Ａ）

0
0

3,4396,6614,822

0

04,486

2,326 1,876 2,129

116

3,365

1,457 4,335 1,562

177 152 126

42 84 41 56

資金繰りの安定し、経営の安定や事業の拡大が図られる

92,710 11,880 33,500 96,000

①事業資金保証料助成事業：〈改正前（完済後）〉　件数28件　1,146,006円　　〈改正後（実施後）〉　件数13件　416,018円
②事業資金利子補給事業：件数　152件　金額　2,326,005円
③金融機関事務担当者会議開催　平成26年9月9日（制度内容の周知や改善についての情報交換）

市内の商店（卸、小売）・市内の製造業・事業所が、事業を維持・発展している全国の優良企業に、市内で企業活動を新たにしてもらう。
市民が事業を新たに起こす。

4,822 6,661 3,439 4,486

00000

事業資金融資事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
04,800

市内に居住あるいは本拠地を置く、中小企業（個人・法人）等

13 24

4,7501,7901,575
0
0

000

①事業資金保証料助成事業
②事業資金利子補給事業
③金融機関事務担当者会議開催　平成27年4月24日（制度内容の周知や改善についての情報交換）

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国立市中小企業事業資金融資あっせん条例　等法令根拠

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

29

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成23年度

（決算）

24

項目

①

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

千円

時間

人

千円

時間

人

00

2,960

000

04,8004,7501,7901,575

-3,222

-262

時間

262
0

0
0

1 1 3
315 358 950

2,960

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2,357

（１）事業資金融資あっせん事業：市内中小企業等の育成・振興を目的とし、必要な事業資金を低利で受けられるよう
特定金融機関へ融資のあっせんをする。
　　①申込者から市へ申請書の提出　②市で審査後、金融機関へ審査を依頼　③金融機関による審査　④保証協会
利用の場合は、保証協会による審査。その審査による保証が下り次第、金融機関より信用保証書のコピーを市へ提
出。保証協会を未利用の場合は、貸付審議会にて融資の可否を決定　⑤市から融資決定通知書を申請者及び金融
機関へ送付　⑥金融機関より申請者へ融資実行
（２）事業資金保証料助成事業：保証協会利用者には保証料負担金の1/2を補助する。
　　１．平成24年3月31日以前に申込をした事業者（改正前）：国立市中小企業事業資金融資制度の利用者で、保証
協会を利用した者に対し、融資金完済後、保証協会に支払った保証料の1/2を負担。①対象者から市へ申請書類を
提出（3月）②市の審査③補助金交付
　　２．平成24年4月1日以降に申込をした事業者（改正後）：国立市中小企業事業資金融資制度の利用者で、保証協
会を利用した者に対し、融資金実行後、保証協会に支払った保証料の1/2を負担。①対象者から市へ申請書類を提
出（実行が確認できた時点）②市の審査③補助金交付
（３）事業資金利子補給事業：国立市中小企業事業資金融資制度の利用者に対し、毎年１回、利子の一部を補助する
事業。
　①対象者から市へ、交付申請書を提出（12月）②審査後、交付決定をし、対象者へ通知③対象者から市へ交付請求
書の提出（1月）④審査後、補助金を交付（1月）

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)（決算）（Ａ）

平成24年度
単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成27年度
（当初予算)

融資決定件数

融資決定金額

保証料負担金補助件数

保証料負担金補助金額

592
2

960

0
0

-3,222
0

0

0
0
0

0
0
0
0
0

予算科目
目 事業コード

一般

0
0

平成26年度 平成27年度 目標年度

利子補給件数

利子補給金額

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　中小企業等の信用度は大企業に比べて劣るため融資を受ける際の金利が高くなることが多いが、市の制度を
利用することで低利で融資を受けることができる。本制度は市と金融機関との契約に基づいて実施されており、
行政だからこそ協力を得られるものである。
また、各市・区、都、その他公的機関においても同様の制度を持っているが、それぞれ要件や利率が異なってい
るため、国立市独自の制度として継続していくべきである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　条例・規則・要綱を改正し、事業者がさらに利用しやすい制度にすることで、成果向上が期待でき
る。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

　本事業を廃止・休止した場合、中小企業等の資金繰りの悪化、経営への悪影響や、事業の拡大に
も消極的になることが予想される。結果として、市内商工業の衰退につながる。
また、多摩地域全ての市において独自の融資制度をもっていることから、国立市だけやめることで他
市と比べて事業者にとって不公平となる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

　類似事業がないため。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　現在の需要に対応するように制度を変更していく必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　融資金の原資として金融機関へ資金を預託しているが、金融機関では預託金の有無に関わりなく
適正に審査を行うとの方針であり、今後、審議会・金融機関と協議をし、廃止について検討していくこ
とも必要。（平成26年度においては預託金を預けていながら、貸付実績がない金融機関もある）

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地
やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？（ア
ウトソーシングなど）

　申請書類の審査、金融機関との連絡調整、補助金の決定・交付等の事務があり、また、個人情報と
なる書類が多いことから、正職員以外での対応は不可能である。しかし利子補給については、現在市
事業者へ利子補給申請書類の送付・回収をし、直接利子補給をしているが、これを金融機関に利子
補給し、その分融資の利率自体を下げることで、事業者への利子補給申請書の書類の送付・回収の
時間を省くことができる。

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　市内中小企業等は、税収面だけでなく、地域の教育、文化、福祉、交通、防災等の分野においても
市を支えている。よって、市内商工業の発展は、市民全体の生活の安定及び向上にも寄与すると考
えられる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
　事業費の削除については、預託金については今後廃止を検討していく。業務時間については、効率的な事務手順を確立することで、事業時間の短縮
を図る。（現在は事業者に直接利子補給をしているが、これを金融機関に利子補給し、その分融資の利率自体を下げることで、事業者への利子補給申請
書の書類の送付・回収の時間を省くことができるため、今後検討していく。）

　この制度ができた当初は、融資を促進することにより、事業の展開
を図る目的があったと考えられるが、現在は資金不足のために利用
される事業者がほとんどである。
　そのような事業者のためにも制度を緩和することも考えなければな
らない。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

○

維
持

×

低
下

× ×

　財政的問題と制度を改善していく上での根拠とその効果について検討していく。

　従来通り、融資を受けて事業の展開を図る事業者に対しても制度の向上が求められるが、資金不足に
より融資を受ける事業者に対しても、より支援ができるような制度に改善していく必要がある。

成
果

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
8  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

0 7 0 1 0 2 0 1 3 5 9 1 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

✔  影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください事務事業名

政策名

施策名

うち委託料

事業期間

支
出
内
訳

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金
収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

扶助費
物に係るコスト計（Ｇ）

維持補修費物に係るコスト

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

0-2,374-1,762-1,701-1,717

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

02,3741,762

✔

1,7011,717

人

（決算）（Ａ）

0
0

106197212

2

0365

74,265 74,381 74,003 74,546

　商工業者、農業者の経営の安定を図るとともに、人材の育成及び起業支援
等により地域振興を推進する。

平成25年度から引き続き、市長からの提案である「矢川メルカード商店会の活性化」について議論し、平成26年10月にその協議結果を「矢川メルカード商店街活性化計
画」（最終報告）として提出した。また、協議と並行して商店会でも活性化策を実行した。

　市内の商店（卸、小売）・市内の製造業・事業所が、事業を維持・発展している
　市民が事業を新たに起こす

212 197 106 365

09645

中小企業等振興会議事業

6 9
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

5 4

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
02,000

　市内商工業、農業者、消費者

2 4

1,6501,5001,500
0
0

000

　平成27年度は第3期中小企業等振興会議を発足させて、平成26年12月に国立市観光懇談会が提出した「国立市の観光に関する提言書」に示された４１のアクションプラ
ンのうち、市内の中小企業者が取り組むことにより、まちの活性化や賑わい創造により最終的に中小企業の振興に資する内容が多く含まれてることから。、観光懇談会の提
言書のアクションプランから中小企業の振興に結び付くものを抽出していただき、アクションプランを実現するための解決すべき課題や必要な方策などを検討し、具体的な
提案をしていただく。

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国立市中小企業等振興会議設置要綱法令根拠

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

4

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

回

（決算）
平成23年度

（決算）

4

項目

①

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

千円

時間

人

千円

時間

人

00

150

000

02,0001,6501,5001,500

-91

61

時間

-61
0

0
0

2 2 4
300 300 330

150

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

中小企業等振興会議は、平成21年度に市の施策の重要な位
置を占め、まちづくりに欠くことのできないものとなっている中小
企業、商店街等の振興に関し協議（・経営安定及び経営環境
の向上に関すること・商店街等の活性化に関すること・中小企
業等の人材育成に関すること・起業等の支援に関すること・農
商工連携に関すること）するため設置された。平成24年度以前
は、年４回（5・8・11・2月）中小企業についての振興策について
検討する会議で議論が広範にわたり市への要望に終わることが
多いことから、Ｈ25年度からは、より実務的な会議とするため、
市長からの提案（矢川メルカードの活性化）を受けて活動するこ
ととなり平成26年10月に最終報告を行った。

　中小企業、商店街等の振興の下記の５項目に関することで、市長からの提案を受けて協議し、その結果
を市長に報告する。
　 （１）経営安定及び経営環境の向上に関すること。
　（２）商店街等の活性化に関すること。
　（３）中小企業等の人材に関すること。
　（４）起業等の支援に関すること。
　（５）農商工連携に関すること。
　（６）前各号に掲げるもののほか、中小企業等の振興施策に関すること。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)（決算）（Ａ）

平成24年度
単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成27年度
（当初予算)

会議の開催回数

人口（年度当初4/1）

30
3

400

0
0

-91
0

0

0
0
0

0
0
0
0
0

予算科目
目 事業コード

一般

0
2

平成26年度 平成27年度 目標年度

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　テーマについて民間の方が意見を出し合うことにより、行政の目線ではない施策が提案されるため、
市内商工業の振興につながるとともに、市民生活の安定及び向上や地域の活性化に寄与することが
できる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　第2期中小企業等振興会議については、テーマに対して活発な議論がされており、会議の中で出た
内容を実行され、最終報告が出され活動を終了したので、第3期中小企業等振興会議においても引
き続き活発な議論がされるよう工夫を講じる必要がある。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

　テーマにもよるが、主に市民生活にプラスになることについて会議を開催しているので、会議がなく
なっても影響がある人はいない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

　商業の振興は、産業振興課のみで解決するものではなく、環境・教育・文化も一緒に考えなければ
ならず、他の部署との連携を図っていく必要がある。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　行政以外の方の意見を取り入れられるため、新しい視点で施策に反映できるように精査し、実行していく必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　謝礼と郵便料の支出なので、委員数を減らすことでしか削減ができないため。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？（ア
ウトソーシングなど）

　今後発展させていくにあたって事務局としての仕事はむしろ増えていくと考えられる。

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　テーマを絞り込んでいるため、第2期中小企業と振興会議は１つのテーマに特化した形になってお
り、テーマについてはモデル事業という位置づけから、その事業を参考に市内全域に広げていくこと
で公平性は保たれる。第3期中小企業等振興会議のテーマは市内全般に適用できるので十分公平
性は確保されている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

　年に４回の会議で毎年開催しているが、回数等についてはテーマにより変動することも検討が必要である。

　年に４回の会議で毎年開催しているが、３か月に１回となる
と間隔が空きすぎてしまうため、意見が出始めるのが遅くなる
分の時間のロスがある。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

○

維
持

×

低
下

× ×

　会議の回数を増やしたいが、委員の都合や仕事のことも考慮して進めていきたい。

　第2期中小企業等振興会議のテーマでは活発に議論ができ、斬新なアイデアも多く提案された。今後
そのテーマについては、実行に移すこととする。
　第3期中小企業等振興会議のいテーマでは、さらに活発な議論ができるように努めたい。 成

果

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
9  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

0 5 0 1 0 1 0 1 3 4 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ウ  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

ア ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

イ

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

低
下 × ×

　労働情報・就労支援関係のイベント・セミナー関係の情報を周知する。

成
果

向
上 ○

維
持 ×

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

　インターネット等を活用した、電子情報へ移行することにより、冊子の部数を減らし、コストを抑えていくことも検討していく。

　ポケット労働法2013を２００部発行・配布。
　若年層が相談情報に接する機会が少ない状況にある。今後は
東京都しごとセンターやハローワークなどの専門機関が行うセミ
ナー、講演や合同面接会の情報をさらに周知していく必要があ
る。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　本事業に係る人件費は予算措置はされていない。

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　必要と感じる全市民が対象である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

　国、都の専門機関と連携した事業展開

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　より多くの方に情報提供できるよう、今後はインターネットや携帯電話サイトの活用も検討していく。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地

成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　冊子による情報提供から、インターネット等を活用した、電子情報による情報提供への推移

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　労働は、市民自らの福祉の向上を担保するものであり、その基本的な情報提供は行政の重要な事
業の一つであり妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　情報の提供は、印刷物や冊子のみではなく、手軽に目にすることのできる方法を検討すべきであ
る。
特に若年層への情報提供方法については、インターネット、携帯電話サイト等の活用が必要であ
る。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

　労働の権利や雇用の情報を得る機会を廃止することは、雇用機会の喪失、不平等な労働条件の
強制など市民の不利益につながる。　市民の権利確保のためにも、なんらかの情報提供手段は必
要である。

24 24 12 12

公
共
関
与
性
評
価予算科目

目 事業コード
一般

単位

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

冊

差額

000

3
125

0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0
0

24

95

0
0

0

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)

労働啓発冊子部数

セミナー等開催件数

市民（人口　年度4/1）

雇用情報提供回数

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成27年度
（当初予算)

平成24年度 平成26年度

・勤労者福祉対策等労政事務として、市内の労働者平成２０
年度までは、労働啓発冊子「パートタイマーで働くあなたに」を
年度ごとに作成（１２００部　　規格：Ａ５　３０Ｐ）し配布していた
が、平成２1年度からは、　東京都よりデータの提供を受け、改
正内容等を冊子の内容に反映させたうえで、労働啓発冊子
「ポケット労働法」を作成（２００部）し、市内公共施設等で配布
している。
・平成25年度から、立川ハローワークと国分寺市・小金井市。
労働基準監督署で構成される雇用問題連絡会へ参画して活
動を始めている。
・平成26年度は、東京しごとセンターとの共催事業として就労
支援セミナー（2回）を開催し、今後継続して就労支援策として
実施していく。

（１）労働情報提供事業
・市内の労働者平成２０年度までは、労働啓発冊子「パートタイマーで働くあなたに」を年度ごとに作成（１
２００部　　規格：Ａ５　３０Ｐ）し配布していたが、平成２1年度からは、　東京都よりデータの提供を受け、改
正内容等を冊子の内容に反映させたうえで、労働啓発冊子「ポケット労働法」を作成（２００部）し、市内公
共施設等で配布している。

（２）雇用情報提供事業
・立川ハローワークと国分寺市・小金井市。労働基準監督署で構成される雇用問題連絡会へ参画し、連
絡会への参加・共催事業（合同面接会）等を実施
・東京しごとセンターとの共催事業として就労支援セミナーを開催し、今後継続して就労支援策として実
施していくとともに市単独でも事業化を予定。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ）

（決算見込み)（Ｂ）

平成26年度 平成27年度 目標年度

1 1 4
25 25 120

475

499

-499
0

0
0
0

0

0625600125125

475

00千円

時間

人

千円

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間 時間

千円

時間

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）
平成23年度

（決算）

200

項目

① 資料配布回数 回

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

③

④

手段

対象

意図

結果

②

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

200

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
法令根拠

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

１．労働啓発冊子「ポケット労働法」の庁内印刷による作成・配布
２．市単独の就労支援セミナーの開催
３．就労支援カウンセリングを東京しごと財団と共催
３．合同就職面接会を、ハローワーク立川・国分寺市・小金井市と共催
４．庁内の就労支援部署との連携
５．お仕事情報（就労情報サイト）の運営

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

00000
0625

 市民

200 50

600125125

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

人

項目 単位

92 98

労働・雇用情報提供事業

122 106
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

01061229892

 労働情報を得ることにより、自ら置かれている雇用条件等を確認できる。また、これか
ら雇用契約を結ぼうとしている場合に雇用条件を確認できる。雇用情報により雇用の機
会を得ることができる。労働関係法規等を認識した上で就労及び就職活動ができる。
　市が雇用情報の提供の場を提供することで、就労を希望する市民の要望にこたえ
る。

- - 4 4

１．労働啓発冊子「ポケット労働法」を作成し、労働関係法規等の情報を提供
２．若年者（３５歳以下）を対象とした、就労支援カウンセリングを東京しごと財団と共催（５/15）
３．合同就職面接会を、ハローワーク立川・国分寺市・小金井市と共催（11/11）
４．女性を対象とした就業支援セミナーを東京しごと財団と共催（10/3.3/20）

  労働情報を得ることができ、公平な雇用条件の確認ができる。不利益な労働条件での雇用がなくなる。 法規を遵守した対等な労使関係の構築。

74,265 74,381 74,003 74,546

24 24 24 24

000

24

00

0

人

回

回

（決算）（Ａ）

✔

223217 722 0731

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-731-722-223-217

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

物に係るコスト

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

扶助費
物に係るコスト計（Ｇ）

維持補修費

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金
収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

事務事業名

政策名

施策名

うち委託料

事業期間

支
出
内
訳



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
10  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

##
0 7 0 1 0 2 0 1 3 5 1 5 0 ##

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

 他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

低
下 × ×

　地域振興・観光促進事業は多種多様であり、国立市のＰＲやまちの活性化に役立つ事業について、常に情報収集に努めるとともに、
魅力ある最新の情報を発信していく体制を維持向上することが求められているため、情報収集のチャンネルを多数維持することや、従事
する職員の知識の向上（研修など）に取り組む。

　効率の良い事業実施体制の確保のため、事業内容の検証や改善を念頭に置いた事業の執行が必
要。

成
果

向
上 ○

維
持 ×

　平成２５年度のくにたちインデックスのアクセス件数は９万件を超
えており、今後さらに魅力あるサイト運営により、アクセス数の増加
を図り国立市のＰＲに努める必要がある。また、平成２５年度は、観
光懇談会や、フィルムコミッション事業などの新規事業の準備期間
であり、今後の円滑な事業展開に留意する必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

　不特定多数の方を対象とした国立市のＰＲのための事業であり、事業内容が一部の受益者に偏ることはな
い。また、映像制作での公共施設の使用については条例に規定されている行政財産の使用料を徴収してお
り、受益者負担について公平性は確保されている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
　国立市が国立市観光まちづくり協会に委託している事業について、費用対効果や効率性などを今後検証する必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　観光事業については、東京都などの補助金制度の活用を積極的に進め、市の事業費負担を低減すること
を検討する。また、フィルムコミッション事業における行政財産の使用の促進により、使用料による歳入確保を
図る。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地
やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　職員・嘱託員ともに必要最低限の人員体制であり削減の余地はない。

　国立市のＰＲ事業であり。地域振興事業であることから休止することは大きな不利益が生じる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との
統廃合ができるか？類似事業との連携
を図ることにより、成果の向上が期待で
きるか？

　国立市のＰＲ事業であることから収益が出にくい事業であり、行政が担う必要がある。また、収益性
のある事業については国立観光まちづくり協会が行い。行政のかかわる事業との相乗効果も期待で
きる。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

　国立市の魅力ある人・モノ・場所・店などの情報を一元的に集約し、地域の魅力を広く発信するこ
とで国立市のＰＲに寄与する事業で収益が出にくい事業であることから、行政が担う必要がある。ま
た、収益性のある事業については国立観光まちづくり協会が行い。行政のかかわる事業との相乗効
果も期待できる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

　現在の「くにたちインデックス」の内容を、常に最新の情報で魅力あるコンテンツを開発して、より一
層のアクセス増と来訪者の増加に繋げる必要がある。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

131件

←実施計画上の重点施
策

地域振興・観光促進事業

（1）シティプロモーションサイト運営事業　　　（２）フィルムコミッション事業　　（３）ロケ支援業務　　（４）各種市内観光案内業務　　（５）地域振興タイムス発行

課長名

款

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください

事務事業名

政策名

施策名

うち委託料

事業期間

支
出
内
訳 物に係るコスト

移転支出的なコスト

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金
収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

扶助費
物に係るコスト計（Ｇ）

維持補修費

その他
その他

0-11,430-20,120-6,274-4,522

その他

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

001,7481430

100% 98% 92% 100% #DIV/0!

143 835 0

011,43021,868

✔

6,4174,522

件

件

（決算）（Ａ）

0

90
000

9,976

090

0

490,000154,387 493,556

　国立市に埋もれている魅力のあるものを積極的に発掘し、ＰＲしてゆきその
価値を高めていく

（1）シティプロモーションサイト運営事業　　　（２）フィルムコミッション事業　　（３）ロケ支援業務　　（４）各種市内観光案内業務　　（５）観光懇談会　（６）観光パンフレット
作成・PR番組制作放映　（7）地域振興タイムス発行

　地域の魅力を発信することにより、多くの人の興味や関心を引き付け、市のポテンシャルの向上につなげる。

05,70013,9784,002245

13,848 5,700
5,700

人

2,415
4,277
4,277

時間

時間

（決算）
項目

189

正規職員従事人数
延べ業務時間

単位

245千円

千円

人

3,919

2,851 1,610

13,978
7,8902,415

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

1,060 1,060

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

01,5901,590
05,640

4,002

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

千円

千円

千円

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国立市組織規則法令根拠

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

2 2

平成25年度

③

④

手段

対象

意図

結果

②

千円

千円 913

千円

①

企業百景掲載社数・ロケ相談件数・お仕事情報
掲載件数
くにたちインデックス地域情報発信数（サイト掲
載件数）

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）
平成23年度

（決算）

129

千円

移転支出的なコスト計（Ｈ）

人

千円

千円

延べ業務時間

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

3 2
千円

時間

千円

千円

千円

千円

0000

00

5,475

-13,846
1,605

0
0
0

0

9,929

4
1,260

6,300

15,451

642

2
（決算）

91,516 87,979 87,000

　平成２２年１月に企業誘致と地域プロモーションサイト「ビジテ！国立」
を開設し、行政からの情報に限らず市民活動団体や企業の協力により
ウェブユーザーの目線を第一に、地域活性化と豊かな市民生活を支え
ることを視野に運営し、このサイトでは、市内企業の概要や商品・サービ
スの紹介、市民活動団体等のイベント、地域の魅力、ロケ地情報の紹介
や市内企業の雇用支援など情報エントランスとしての機能が果たせるよう
努めた。また、地域活性化につながるイベントを実施し、新たな観光資源
の創出や国立市への集客力向上を図っている。（平成２２年１月くにたち
企業百景、空きスぺ、国立のロケ地などのコンテンツを作成・平成２２年２
月気になる情報のコンテンツを追加・平成２２年１１月おしごと情報のコン
テンツを追加・平成２３年２月くに達人のコンテンツを追加・平成２４年２月
ロケーションカタログを追加）
　平成25年度から、より一層の魅力あるサイト運営を図るため、市のプロ
モーションサイト「ビジテ！国立」を、国立市観光まちづくり協会の「くにた
ちインデックス」と統合し、国立市観光まちづくり協会へ運営を委託した。
また、映像制作会社等が行うロケーション活動を支援することを目的と
し、フィルムコミッションを立ち上げるため、ＮＰＯ法人国立市観光まちづ
くり協会に委託し、国立市の魅力やロケーション撮影の可能な民間施設
の開拓を推進し、平成２７年２月からは国立市FCの運営を委託。

（1）シティプロモーションサイト運営事業
　　企業誘致と地域プロモーションサイト「ビジテ！国立」と国立市観光まちづくり協会の「くにたちインデッ
クス」を統合し、より一層の魅力あるサイト運営を図るため、運営を委託。
（２）フィルムコミッション事業
　シティプロモーションの一環として、映像制作会社等が行うロケーション活動を支援することを目的に、
フィルムコミッションを立ち上げ、ＮＰＯ法人国立市観光まちづくり協会に運営を委託。
（３）ロケ支援業務
　国立市フィルムコミッションと連携して、市の施設・公園などの撮影について支援を行う。
（４）各種市内観光案内業務
　市内のイベント情報の収集・発信や散策ルート等の案内を国立市観光まちづくり協会等と連携して実
施。
（５）観光懇談会
　国立市の将来につながる観光施策を進めるため、平成２６年４月に、一般公募の市民、国立市観光まち
づくり協会を始め関係団体の方及び一橋大学の学生をメンバーとする１５名の委員により観光懇談会を
立ち上げ「国立市の観光」について多角的に意見交換し、その結果を提言書としてまとめた。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ）

平成24年度 平成25年度

平成27年度
（当初予算)

平成24年度 平成26年度

平成26年度

ロケ誘致件数（24何度まで）・ＨＰアクセス件数
（26年度～）

くにたちインデックスユニークアクセス数

平成23年度
（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)

平成27年度 目標年度 差額

9,976

1,260

-825
-550

0
0
0
0

0

0
913

0
692
0
0
0

0

4
810

（決算見込み)（Ｂ）

04,0506,300

予算科目
目 事業コード

一般

単位

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

項

　市内企業及び土地・事業施設所有者、魅力ある市民、お店、イベント等

項目



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
11  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

0 1 0 7 0 2 0 1 3 6 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-2,219

予算科目
目 事業コード

一般

0
85

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
0
0

0
0
0
0
0

2
1,050

0
0

1,539
0

0

00

-480

（目標値)

接触した企業数

ＨＰへのアクセス件数

市が誘致した事業所

誘致企業数（市内に事業所を開設した
企業数）

単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成27年度
（当初予算)

（Ｂ）-（Ａ）

平成15年頃から企業誘致による税収増加を図ることや市の財政改善
へ向け、新たな企業を誘致をという意見が議会で出され、平成18年度
に「第4期国立市基本計画」に基づいて、“企業とともにまちを育んでい
く”という基本理念のもと、平成19年に庁内プロジェクトチームを立ち上
げ、基本方針を進めた。平成20年11月に「国立市企業誘致促進条
例」を策定し、市内の雇用の促進・地域経済の活性化を目指し、いか
に企業と連携してまちを形成していくかという事で現在も誘致を進めて
いる。

企業誘致促進事業は新たに立地した企業、すでに立地してる企業で新たに増設した企業、また指定企業に対して土
地・建物を提供するなど立地に協力した者を対象として、固定資産税・都市計画税相当額に対し、最大８０％・最長５年
間助成する制度です。
・「国立市企業誘致促進条例」の具体的な内容については、助成する企業の分野と業種を定義しており、分野につい
ては文学・芸術からバイオ関連分野まで幅広く9分野、一方、業種は4業種として、製造業、情報通信業、卸売業、開
発・研究関連業を対象としている。その他の基準としては、中小企業で500㎡（大企業1000㎡）以上の用地、または投下
固定資本（土地除く）が中小企業で１億円（大企業２億円）以上となっている。
　指定申請から指定ランク決定までの流れ
　①指定企業及び立地協力者から指定申請書の受理⇒②国立市企業誘致推進本部の開催（指定企業の資格確認・
指定ランクの諮問）⇒③誘致企業審査委員会の開催（諮問を受け指定ランクを審査し答申）⇒④国立市企業誘致推進
本部の開催（答申に基づき指定ランクの決定）⇒⑤指定企業への指定証の交付

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

1

2 2 2
2,000 2,180 1,700

-2,400

-604

時間

604
0

-9
0

1,539

05,2508,50010,90010,000

0
3 2

02,4752,625 182
121

07,725
2,4442,511

37

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

人

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

社

（決算）
平成23年度

（決算）

30

項目

①

名称

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

対象

意図

結果

千円

千円

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

30

2 2

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
法令根拠

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

　・誘致候補企業や用地の調査　・指定企業に対する実態調査（アンケート）　・指定企業による協働事業の計画

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象に

おける意図の達成度
を表す指標）

30

11,12513,34412,511

1,674 1,629 1,750 1,650

00

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

3

延べ業務時間

 民間企業及び土地の所有者

②

③

④

手段

企業誘致促進事業

194

38

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

うち委託料
109千円

千円

221

56,775 58,314 58,337

22119410937

　民間企業の市内立地や市内企業の新たな設備投資等を条例にもとづき支援
する。

　・企業誘致促進事業において指定企業第13号ヤクルト中央研究所()を指定をした。
　・指定企業交流会を３回（うち１回は、各企業の訪問見学会）実施した。
　・企業誘致アドバイザー会議が、平成２6年１０月５日の任期終了をもって、当初期待された目的を達成したことから活動を終了した。
　・誘致企業審査会が任期切れとなるため、委員の改選を行った。
　・企業誘致制度の周知を兼ねてあっせん事業者担当者との集中面談を実施した。（２月下旬から３月上旬）

　全国の優良企業に市内で新たな企業活動をしてもらうことや、市内企業の事業拡充による新たな設備投資などにより、長期的な財政基盤の確立に寄与
するとともに新たな雇用の創出を図る。

3 3 1

3 1

56,776

1

0

（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

58,31456,77556,776

85

058,337

0

0

（決算）（Ａ）

254 127
70,35569,578

118
69,751 066,283

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000
0-66,283-69,751-70,355-69,578

物に係るコスト計（Ｇ）

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費物に係るコスト

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

扶助費

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金
収
入
内
訳

収入計（J）

事務事業名

政策名

施策名

←実施計画上の重点施
策

人に係るコスト

件

社

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

　個々の事業者、個々の地権者の自由に任せている現状では、意図する事業者の立地の可能性は
低い。優良企業に、市内立地を求めるには、市が企業立地をサポートすることが必要であることから、
民間企業への公的支援が根拠条例を制定することにより可能となった。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

　企業誘致事業そのものが実現性に配慮した成果主義であり、期待に応じるための工夫を絶えず考
察すべきものである。また、そのために人･金･物を期待効果を見ながら向上させなければならない。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事
業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

　自主財源の確保、雇用創出、訪問客等による地域経済活性化を目的とした事業であり、市及び市
議会と協議のうえ長年の懸案事項が具現化されたものであり、休止することは大きな不利益につなが
る。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

　他に類似事業はない。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　事業は歳入増加や地域活性化に向けた政策戦略性が高く、現状としては削減の余地はない。本事
業は、他に例のない投機的な事業であり、助成金のあり方や額の増減も含め、課題や成果を踏まえ
見直しを検討していく必要がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

　平成２５年度から、組織改正により専従職員は嘱託員１名となっており、必要最小限の体制である。
また、嘱託員の経験や知識も活用出来ている。

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　税の負担の公平性の観点から、指定した企業が地域へどの程度の経済波及効果等を生みだしてい
るのかを調査し分析を行った。なお、平成２５年度に条例改正を行い、指定企業の市外転出に伴う既
払い助成金の返還について明文化し、より公正性の確保に努めた。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

・平成26年度の立地及び土地・建物活用の総相談件数　　28件
・指定企業申請件数 1件
・指定企業交流会　4回

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

○

維
持 ×

低
下 × ×

　事業を推進するための課題は、個別案件に対して現出するものであり、事前に推測できるものではない。全てのケースの課題に対して、
いつも最善の解決策を見出していかなければ事業の進捗は見込めない。

　産業誘導地域内の土地で企業誘致できる土地がなくなった場合

　当該事業については、成果向上を図るため、絶えず改善を視野に進めていかなければならない。

成
果

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
12  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
16

会計
0 7 0 1 0 2 0 1 3 6 4 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

魅力ある跡地利用による地域の活性化
（有効活用率）

　将来における財政負担（起債償還）や地域課題（生活不便）などの解決が遅延することになるととも
に、普通財産を遊休地として放置することは現財政環境下では大変不合理となる。

うち委託料

向
上

(4) 改革・改善による期待成果

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　専従する職員はおらず、課長及び係長が他の業務と兼務しているだけなので最低限の人員態勢
である。

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　地域施設（コミュニティ施設）である新・南区公会堂（代替施設）を除き、不特定多数の市民が受益
者となる事業である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

×
維
持 ○

低
下

計画当初から、 施設の企画・設計・施工・管理運営は、コミュニティ
施設を除き全て事業者のリスク負担であり、開業時期等についても
民間事業者スケジュールが主導となっている。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　地域経済活性効果に対して、最低限の事業費を見積もっている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

　旧来の行政主導の資産活用方式から発想を転換し、民間資金を活用して清化園跡地（市有普通
財産）を市民ニーズに沿って有効活用するための新たな手法である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　旧来の行政主導の資産活用方式から発想を転換し、民間資金を活用して清化園跡地（市有普通
財産）を市民ニーズに沿って有効活用するための新たな手法である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

類似事業がないため、他に手段はない

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-94-121-133-2,969
00000

1211332,969

（決算）（Ａ）

094

0
0

000

2

00

81,606,504 81,606,504

100 100 100

81,606,504

25,000 25,000

　民間の活力導入により施設等を整備し、住民サービスの向上を図る

　平成２7年２月26日に清化園跡地内施設運営者連絡会（商業施設管理運営会社・店舗運営会社・南区公会堂運営委員会・行政で組織）を南区公会堂で開催し、事業運営の現状や施
設周辺での交通状況など意見交換を行った。その結果、スーパーバリュー及び湯楽の里との防災協定締結の準備が進捗した。

　市が保有する普通財産を地域特性に合わせて有効に活用する。

0464216

6 4
0 0

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

4
0

清化園跡地活用事業

円

25,000 25,000

100

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

81,606,504

延べ業務時間
人に係るコスト

　清化園跡地：普通財産

1 1

1151292,753

502 19 10 10

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

-14
-9

0151529753

千円

千円

090
216

0

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策16　いきいきとした産業のあるまち

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

産業振興課

三澤　英和

所属課生活環境部

商工観光係

1

1 1

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

回

（決算）
平成23年度

（決算）

1

項目

①

名称

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

千円

時間

人

千円

時間

人

00
3 2

-14

000

0751001002,000

15時間

12
0

0
0
0

2 2 2
400 20 20

0

-12

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

 年度当初に主管課で歳入調定処理を行う（調定伝票起案・納付書１２か月分作成）→決裁済み調定伝票
と納付書を会計課へ提出→大和リースが賃借料を納付すると会計課が収入金票と納入隅通知書を主管
課へ→主管課で収入金票等を保管する。また、平成24年3月29日に清化園跡地内施設運営者連絡会
（商業施設管理運営会社・店舗運営会社・南区公会堂運営委員会・行政）を組織し、毎年1回程度を南区
公会堂でし、事業運営の現状や施設周辺での交通状況など意見交換を行っている。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成26年度

平成25年度

平成27年度
（当初予算)

平成１９年４月に公表した清化園跡地活用事業「募集要項」に基づ
き、事業用借地権・事業者提案制度「プロポーザル」方式により、地
域経済の活性化や住民生活の利便性向上を視野に市有財産有効
活用策の一つとして具現化を進めるものである
・平成２２年　３月２５日　　　大和リース株式会社と基本協定書の締結
・平成２２年１１月１５日　　　清化園跡地の温泉掘削工事を開始
・平成２２年１２月１７日　　　大和リース株式会社と事業用借地権設定
契約のための覚書を締結
・平成２３年　３月３０日　　　府中公証役場において大和リース株式
会社と事業用借地権設定契約（平成23年4月1日から満20年間）及び
公共施設部分に係わる使用貸借契約の締結
・平成２６年　4月　1日　　　大和リース株式会社と賃借料の改定に伴
う協定書締結（平静26年4月1日～平成29年3月31日）

（決算見込み)（Ｂ）（決算）（Ａ）
平成24年度

　複合商業施設管理運営会社・店舗運営会社・南区公会堂運営委員会・行政とが相互に協力し、事業を円滑に進めるために清化園跡地内施設運営者連絡会を開催し、5周年記念協働
事業の検討や協働事業のイベントの開催等を通して相互に事業運営の安定化を図っていく。

連絡会の活動実績

清化園跡地

市有財産の管理と有効活用（賃貸料）

単位

㎡

％

平成26年度 平成27年度 目標年度

0

差額
単位

平成23年度 平成24年度

2

0
0
0
0

0
0
2

0
0
0

0
0
0
0
0


